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平成２９年度２月補正予算の概要について 

 

平成３０年２月２８日 

（単位：千円） 

一 予算規模 

 

 １ 一 般 会 計 

            補   正   額                △８,２２９,２７４ 

 

 

                     補 正 後 の 規 模                                  ６０６,９９６,５３４ 

 

 

                      前年度２月補正後予算との対比              △１５,０７３,６６８ 

                                        （２.４％減） 

 

 

  《補正予算の財源》 

 

    特 定 財 源                            △１０,４３８,００８ 

 

国 庫 支 出 金                    １,０２９,２３７ 

 

 

 

                繰   入   金            △５,１８３,３１４ 

 

 

 

                諸   収   入             △６,７７２,３６９ 

 

 

 

           県      債                      ５７６,３００ 

 

 

 

                そ   の   他               △８７,８６２ 
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    一 般 財 源                             ２,２０８,７３４ 

 

                      県      税                    △１,７９３,９０４ 

 

                      地方消費税清算金                     １,７０８,０００ 

  

                      地 方 譲 与 税                      △８０６,６３３ 

 

                      地 方 交 付 税                         ３３４,３１０ 

 

           国 庫 支 出 金                       △２３２,６７０ 

 

                      繰 入 金                       ６４３,７１５ 

 

                      繰 越 金                     ２,６９２,９６１    

 

                    県      債            △５４８,７００ 

 

                      そ の 他                         ２１１,６５５ 

 

 

 

２ 特 別 会 計 

 

証 紙 特 別 会 計                     ５９２,８３９ 

 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計                 １６,００２ 

 

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業 等 特 別 会 計                   ４,４１８ 

 

      中 小 企 業 設 備 導 入 助 成 資 金 特 別 会 計                 △１,１１２ 

 

    土 地 取 得 事 業 特 別 会 計                              △５５ 

 

     工 業 団 地 開 発 事 業 特 別 会 計                   △１０１,０９６ 

 

     市 町 村 振 興 資 金 特 別 会 計                     ６２９,２７３ 

 

能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計              △８８７,１４６ 

 

    下 水 道 事 業 特 別 会 計                    △２１２,６０１ 
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港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計                     △３５,７９７ 

 

環 境 保 全 セ ン タ ー 事 業 特 別 会 計                        ２５１,５９０ 

 

    公 債 費 管 理 特 別 会 計                 △１,８２５,２７８ 

 

    県 立 病 院 機 構 施 設 整備 等 貸 付 金 特 別 会 計             △５１５,９３３ 

 

 

 ３ 企 業 会 計 

         

    電  気  事  業  会  計                  △１,０３１,６６６ 

 

       工 業 用 水 道 事 業 会 計                       △７,６５３ 
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二 補正予算の主な内容 

今回の補正予算は、昨年７月及び８月の大雨による被害対策として緊急を要する事業や、農林漁業

振興臨時対策基金の積み増しを行うほか、決算見込みに伴う事業費の増減などについて計上した。 

 

Ⅰ 災害復旧対策 

 

（１）災害復旧対策事業                          ８,４２５,０９８ 

   被害を受けた土木施設の復旧とあわせ、今後の災害防止のための改良復旧 

を行う。 

   ①現年発生土木災害復旧事業             5,678,098 千円 

    （対象施設）土買川（大仙市） 護岸工等 

          楢岡川（大仙市） 護岸工等   

   ②河川災害復旧助成事業               1,544,000 千円 

    （対象施設）楢岡川（大仙市） 築堤工等 

          上溝川（横手市） 築堤工等 

   ③災害関連事業                     1,100,000 千円 

    （対象施設）土買川（大仙市） 築堤工等 

          淀川（大仙市）  築堤工等 

   ④県単河川等環境維持修繕事業             103,000 千円 

    （対象施設）土買川（大仙市） 施設補修等 

          楢岡川（大仙市） 施設補修等 ほか 計４箇所 

 

 

Ⅱ 基金造成 

 

 （１）農林漁業振興臨時対策基金積立金                   ３,０００,２６９ 

複合型生産構造への転換を更に加速するとともに、ＩＣＴ等の先端技術を 

活用し、生産効率に優れた農林水産業の確立を図るなど、本県農林水産業 

の成長産業化に必要な施策を集中的かつ機動的に実施するため、基金の設 

置期限を４年延長するとともに、基金の積み増しを行う。 

     ・造成目標額 70 億円（今回造成額 30 億円） 

     ・主 な 使 途 複合型生産構造への転換に向けた取組の加速化 

             人口減少社会を見据えた多様な担い手・労働力の確保 

             先端技術の活用による次世代型農林水産業の確立 

 

（２）国民健康保険財政安定化基金積立金（特例事業分）            ６２３,４５４ 

   平成 30 年度からの国保新制度の移行に伴い、新たに国保加入者の負担を軽 

減するための激変緩和及び医療費適正化など財政基盤の強化を図るため、基  

金の積み増しを行う。 

       ・激変緩和分   保険税が大幅に増加する市町村へ配分 

    ・財政基盤強化分 保険者努力（県の取組）による市町村負担の軽減分 
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（３）財政調整基金積立金                          ２,５８２,２０１ 

 平成 28 年度決算剰余金の 1/2 等を基金に積み立てる。 

 

   【参考】平成 29 年度末財政２基金残高見込み 

        財政調整基金  11,665 百万円 

        減 債 基 金  17,460 百万円 

           計     29,125 百万円 

 

（４）地域活性化対策基金積立金                      ５,２７８,５６２ 

 事業の実績見込みにより生じた不用額等を翌年度以降の地域活性化に資す 

   る事業の財源として積み立てる。 

  

Ⅲ 県単独事業 

 

（１）制度融資事業                            △６,４７６,８２３ 

    金融機関に対する預託金等の実績見込みにより減額する。 

 

＜債務負担行為＞ 

   ○ 八橋陸上競技場整備支援事業                     （３１７,０５８） 

   ブラウブリッツ秋田のＪ２クラブライセンスの取得に向け、秋田市が行う 

八橋陸上競技場の改修に対し助成する。 

   ・設定期間 平成 30 年度 

 

 

Ⅳ 公共事業 

 

【国の内示に伴う事業】 

（１）国庫補助事業                            １１７,７７６ 

    ・土 地 改 良   86,776（11,045,591 → 11,132,367 ） 

    ・農 地 防 災   4,000（ 2,652,398 → 2,656,398 ） 

    ・港    湾    27,000（   383,365  →    410,365 ） 

【決算見込みによる減分】                      △５,１６３,４８２                 

（１）国庫補助事業                            △５４３,０１７ 

  

（２）災害復旧事業                         △２,６００,８１８ 

 

（３）国直轄事業負担金等                         △２,０１９,６４７ 
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Ⅴ そ の 他  

                            

（１）人件費                                △２８９,５４５ 

    給与費の決算見込みにより人件費を補正する。 

    ・知事部局等 △238,465 千円 

    ・警 察 本 部 △ 81,412 千円 

    ・教育委員会    30,332 千円 

 

（２）公債費                              △６,５９２,８７８ 

    返済計画の変更に伴う元金の減及び実績による利子の減。 

 


